　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　   
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　   

様式１号
平成２７年　　月　　日
チャレンジふくしま若い力による風評対策提案事業
公募型プロポーザル説明会　参加申込書
　平成２７年２月１６日（月）の説明会に、次の者の参加を申し込みます。
	団体等名

	

	参加人数

	※１団体３名以内でお願いします。
１　・　２　・　３   名

	参加者　役職・氏名
	              

	
	              

	
	              

	連絡先電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	メールアドレス
	


※１　平成２７年２月１３日（金）１２：００までに送信願います。
〒９６０－８６７０　福島県福島市杉妻町２番１６号（県庁西庁舎５階）
福島県　農林水産部　農産物流通課（担当：小檜山、加藤）
FAX：024-521-7942　E-mail：ryutsu.aff@pref.fukushima.lg.jp
※２　送信後は、電話（024-521-7371 小檜山、加藤 宛）で着信確認をしてください。
（受付時間：平日　8:30～17:00）
様式２号
平成２７年　　　月　　　日　
参 加 表 明 書
　　事業名称：チャレンジふくしま若い力による風評対策提案事業
　　福島県知事　様
（参加申込者）
所 在 地
団体等名
代表者名                 　       
（押印不要）
連 絡 先（担当者名） 
  （電話番号）
  （FAX番号）
  （E-mail）
標記事業の公募型プロポーザルに参加します。
（上記以外の共同提案団体）
	団体等名
	代表者
	所在地
	担当者
	電話番号

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※１　参加表明書は、平成２７年２月２３日（月）１７：００までに送信願います。
〒９６０－８６７０　福島県福島市杉妻町２番１６号（県庁西庁舎５階）
福島県　農林水産部　農産物流通課（担当：小檜山、加藤）
FAX：024-521-7942　E-mail：ryutsu.aff@pref.fukushima.lg.jp

※２　送信後は、電話（024-521-7371 小檜山、加藤 宛）で着信確認をしてください。
（受付時間：平日　8:30～17:00）
様式３号
                                               平成２７年　　月　　日
質 問 書
団体等名：
担当者名：
電話番号：
FAX番号 :
E-mail :
  　チャレンジふくしま若い力による風評対策提案事業　公募型プロポーザルについて、次の項目を質問します。
	質問項目
	質問内容

	
	


※１　質問書は、平成２７年２月２４日（火）１７：００までに送信願います。
〒９６０－８６７０　福島県福島市杉妻町２番１６号（県庁西庁舎５階）
福島県　農林水産部　農産物流通課（担当：小檜山、加藤）
FAX：024-521-7942　E-mail：ryutsu.aff@pref.fukushima.lg.jp

※２　送信後は、電話(024-521-7371 小檜山、加藤 宛)で着信確認をしてください。
（受付時間：平日　8:30～17:00）
様式４号
暴力団等反社会的勢力でないことの表明・確約書に関する同意書
　
福島県知事　内堀雅雄　様
１　私は、暴力団、暴力団員、暴力団関係企業、その他これらに準ずる者（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者）（以下、これらを「暴力団員等」という。）に該当しないこと及び次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約します。
（１）暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること。
（２）暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること。
（３）自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目的をもってするなど、不正に暴力団員等を利用していると認められる関係を有すること。
（４）暴力団員等に対して資金を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると認められる関係を有すること。
（５）役員又は経営に実質的に資金を提供している者が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有すること。
２　私は、自らまたは第三者を利用して次の各号の一にでも該当する行為を行わないことを確約します。
（１）暴力的な要求行為
（２）法的な責任を超えた不正な要求行為
（３）取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為
（４）風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて福島県の信用を毀損し、または福島県の業務を妨害する行為
３　私は、暴力団員等もしくは第１項各号のいずれかに該当し、もしくは前項各号のいずれかに該当する行為をし、または第１項の規定に基づく表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明し、私との取引を継続することが不適切である場合には、私は福島県から請求があり次第、福島県に対する一切の債務の期限の利益を失い、直ちに債務を弁償します。
４　上記に関して不正行為があった場合は法的措置（民事・刑事）を講じられても構いません。
                                           　　　　　　記入日　　　　　年　　月　　日
住所（または所在地）
団体等名
代表者名                               　　　　　       　    　印
参考資料
地方自治法施行令【抜粋】
昭和22年政令第16号　
（一般競争入札の参加者の資格） 
第百六十七条の四 　普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者を参加させることができない。 
２ 　普通地方公共団体は、次の各号の一に該当すると認められる者をその事実があつた後二年間一般競争入札に参加させないことができる。その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者についても、また同様とする。 
一 　契約の履行に当たり、故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは数量に関して不正の行為をした者 
二 　競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げた者又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合した者 
三 　落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げた者 
四 　地方自治法第二百三十四条の二第一項 の規定による監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者
五 　正当な理由がなくて契約を履行しなかつた者
六 　前各号の一に該当する事実があつた後二年を経過しない者を契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用した者
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